
 - 1 -

平成２３年度 第３回 新潟市障がい者施策推進協議会会議録（要旨） 

 

○日  時：平成２３年１０月２７日（木）午後１時３０分～  

○会  場：新潟市役所第１分館６階 １－６０１会議室 

○出席委員：１３名（欠席委員２名） 

    関係課：児童相談所，こころの健康センター，各区健康福祉課長 

    事務局：福祉部長，障がい福祉課長 

○オブザーバー：新潟市障がい者地域自立支援協議会会長 

 

１．開会宣言 

 

２．福祉部長挨拶 

 

（司 会） 

 本日の委員の出席状況でございますけれども、大谷委員と柳委員から欠席のご案内をいた

だいております。遁所委員からは、遅れると連絡をいただいております。そうしますと、15

名の委員の内 12 名の方が出席されておりますので、過半数を超えておりますので、協議会

条例第５条第２項の規定により、この評議会が成立していることをご報告いたします。また、

今回もオブザーバーとして、新潟市障がい者地域自立支援協議会会長の山賀亮一様にご参加

いただいております。 

 それでは、これより議事に移らせていただきます。議事につきましては、会長に進行をお

願いいたします。 

（島崎会長） 

 皆様、こんにちは。お忙しいところをお集まりいただきまして、お疲れさまでございます。 

 それでは、早速、次第に従いまして、議事を進めさせていただきたいと思います。はじめ

に、追加資料の提出ということで、よろしいですか。 

（事務局） 

 資料３から。 

（島崎会長） 

 事前にご連絡いただいておりましたところによれば、追加資料ということで、実は、３に

ついて、前回の協議会でご質問のありました事項について、こころの健康センター精神保健

福祉室からご説明いただくということがありましたので、そちらからいただいてよろしゅう
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ございますか。 

 では、お願いいたします。 

（事務局：永井） 

 こころの健康センターこころの健康推進担当課長の永井と申します。よろしくお願いいた

します。 

 お手元の資料３をご覧いただきたいと思います。前回、ご質問のございました、地域生活

における移行先の状況についてのご説明となりますけれども、この調査につきましては、県

が平成 18 年４月から調査を実施しておりまして、達成状況、実績値、82 人の内、平成 20

年７月から平成 22 年６月の退院者 31 人のみが退院先まで調査されております。残念ながら、

それ以前の退院者 51 人の退院先までは調査されておりませんので、誠に申しわけございま

せんけれども、ご容赦をお願いいたします。 

 内訳ですけれども、民間アパートが１名、中間施設が８名です。中間施設は、下のほうに

も説明がございますけれども、２年間入所限定されております生活訓練施設、援護寮などの

社会復帰施設ということになっております。特別養護老人ホームなどの高齢者施設が 16 名

ということで、計 31 名という内訳になっております。今後とも、地域生活への移行を積極

的に促進しまして、障がい者の生活を地域全体で支える体制を整えるとともに、障がい者の

皆さんの自立と社会参加を図っていきたいと考えております。 

（島崎会長） 

 ありがとうございました。 

 精神科病院入院者退院先について、ご説明がありました。柏委員からご質問があった事項

でございますけれども、いかがでしょうか。 

（柏委員） 

 内訳を出していただきまして、ありがとうございました。私の息子は 18 歳でちょうど発

病したものですから、退院する場合、やはり在宅というか、両親の元にということが今まで

ずっとあったのですけれども、同じ年代の方々が退院したときに、多分、調査に載らない中

にあるのではないかと思うのですが、両親の元や、あるいは配偶者の元に退院ということで、

本人が 30 歳以上などになっても自立した生活とか、あるいはいろいろな地域の支援を受け

て生活をするというほうに移行していないのではないかという疑問があったので、出してい

ただきました。今後、また詳しいことが出ましたら、ぜひ、お願いしたいと思います。 

 精神障がい者の場合、発病するのが義務教育の後半とか、あるいはその後ということが多

いですので、家族が引き取っているという例が非常に多いように私は感じております。そこ

から、だんだん両親が高齢になりまして、同じく年金生活に入った場合に、入退院を繰り返



 - 3 -

した場合に、入院費も払えないような状況などになりますので、そういう状況をどうにか打

破するような形で地域生活のほうに移行するように、基本方針に入れていただきたいと願っ

ております。 

（島崎会長） 

 今、柏委員からお話がありましたように、計画のところにきちんとそのことが盛り込まれ

ていくことを、協議する中で確認していければと思います。 

 このことについて、ほかに。よろしいでしょうか。またお気づきのところがあったら出し

ていただければと思います。 

 次に、障がい者計画・障がい福祉計画策定スケジュールについて、資料１によりまして、

事務局からご説明願います。 

（事務局：大倉） 

 障がい福祉課管理係大倉と申します。 

 資料１をご覧いただきたいと思います。スケジュールなのですが、本年度の第１回目で、

計画を作るに当たっての今年度のスケジュールをお示しさせていただいておりました。しか

し、かなり回数を重ねた議論が必要だということを確認いたしまして、今回、新たにスケジ

ュールをお示しするものです。今回は、10 月 27 日ですので、骨子案の検討というところに

施策推進協議会の開催という矢印がついておりますが、そのあとに、もう一回、こちらのほ

うは日程調整をさせていただいている最中ですが、そこまで予告というかお願いをしており

ますが、さらにもう一回挟む必要があろうかと。と申しますのは、障がい者計画と障がい福

祉計画の２本の計画を作るわけですけれども、障がい福祉計画については後ほど説明をさせ

ていただくのですが、国の指針が示された、まだ先に示されていない中身等もございますし、

障がい者計画についても、今回、わりと文章を作ったものをお出しするのですが、まだまだ

ご意見を頂戴して手直しすることが必要だと考えておりますので、11 月の終わりから始め、

また、その後ということで、１回の開催をお挟みいただきたいと考えております。また、こ

の資料１の、本日の 10 月 27 日の上に地域自立支援協議会、10 月６日ということが記載さ

れておりますが、オブザーバーで参加いただいた山賀さんからも今日は参加していただいて

おりますが、10 月６日に地域自立支援協議会が開催されました。その際に、施策推進協議

会の連携ということで、この障がい福祉計画を作成するに当たって、ぜひ、ご意見を頂戴し

たいということを申し上げて、そういった密接なつながりをしていきましょうということで、

ご確認をお願いしたところでございますので、それも今回、併せてこのスケジュールの中で

報告させていただきました。委員の皆さんには、回数が増えるということで、何かとご負担

をおかけするのですが、よりよい計画づくりのためにご協力をお願いしたいということで、
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ご了承いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

（島崎会長） 

 ありがとうございました。 

 今、事務局から、資料１のスケジュールの変更について、１回、施策推進協議会の会議が

入りますということでのご説明がありましたが、いかがでしょうか。大変お忙しいところ恐

縮に存じますが、年明け以降、なかなかパブリックコメント、それから社会福祉審議会です

とか、また、連携をしていく自立支援協議会、市議会等、手続き的なところの流れを見てい

きますと、やはり、できるだけこの会議で中身を確認して、いいものにして、相互につなげ

ていければということがあると思いますので、私としては、このスケジュールで行かせてい

ただければと思います。ご意見がございましたらと思います。その間に、ペーパーで、例え

ば、ご意見をいただきたいということも出てくるかと思いますけれども、毎回長時間の会議

時間をいただき、さらにということで申しわけなく思いますが、特にご異存がなければ、こ

のスケジュールで事務局のほうで調整させていただきたいということで、よろしくお願いい

たします。 

 それでは、続きまして、今日の議事の一つ目になりますけれども、第２次新潟市障がい者

計画骨子（案）、それから、第３期新潟市障がい福祉計画骨子（案）について、委員の皆様

から、忌憚のないご意見をいただいて、そして、それをまた次回の会議でできるだけ成案に

していけるようにしていきたいと思っております。ご意見を反映した素案は、次回、事務局

から作成いただくということで、さらに意見を頂きながら、計画に反映させていくというこ

とで、回を重ねるということでございますけれども、資料２の障がい者計画骨子につきまし

て、事前に送付いただきましたので、資料２を読んできていただいていると思いますので、

事務局からは、現計画から変更した部分を中心にご説明いただき、皆様からご意見をいただ

き、協議していきたいと思います。 

 それでは、事務局から、資料２の第２次新潟市障がい者計画骨子（案）について、ご説明

をお願いいたします。 

（事務局：大倉） 

 引き続き、障がい福祉課大倉より説明いたします。 

 資料２をご覧いただきたいと思います。お送りしたときに説明書きを若干入れております

が、全体的には、今の計画を基本に修正しています。削ったところは二重消しで線を引いて

いますし、加えたところには下線を引いて強調しています。さらに、前回、委員から頂いた

意見に関連するような部分には吹き出しを加えて注目させるようにしておりますので、それ

を踏まえてご覧いただきたいと思います。 
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 １ページから内容が始まるわけですけれども、趣旨というところで、こちらは新たに文章

を作り直しております。国の動きがかなり変わっておりますので、その辺りを詳しく書いて

あるところでございます。 

 それから、２ページは計画の位置づけ、基本的理念、考え方ということで書いてありまし

て、基本的理念及び考え方については、前回お示ししたものに説明を加えて記載しておりま

す。 

 また、３ページの下に、障がい者とはということで、障がい者の定義を載せておりますが、

こちらについては、障害者基本法の改正において定義が改まっておりますので、それを用い

ております。 

 また、４ページには、計画の構成。これは前回にお示ししているものです。 

 それから、５ページから 11 ページにかけて、障がい者の状況ということで、基礎データ

です。手帳の所持数でありますとか、自立支援医療の利用者の推移。 

 それから、12 ページから 17 ページにかけては、アンケート調査をし把握した障がい者の

ニーズということで、主なものを記載してあります。 

 18 ページ以降が各論ということで、それぞれの前述の構成に沿って文章を書き加えてい

ったものです。項目によってはだいぶ見えづらい部分、大幅な変更で見えづらいところもあ

ろうかと思いますが、ご了承いただきたいと思います。こちらは全ては説明しませんが、二

重消しは削ったところ、下線部は追加したところということでございます。19 ページの下

のほうの吹き出し、当事者からの意見を反映できるよう努めるという吹き出しがありますが、

こちらは、前回頂戴した意見で自立支援協議会等でも当事者の参加というご意見がありまし

たので、それを反映させたような形になっております。 

 それから、少し飛ばさせていただいて、23 ページ、サービス基盤の充実というところで

は、待機者が多く、入所がなかなか難しいという現状、それから、特別支援学校の卒業生は

増えていきますという状況、それらの部分の現状とそれらの対応の記載を加えたものでござ

います。 

 そのような感じで読んでいただいて、また、26、27 ページにかけては、権利擁護の推進

ということで、27 ページの上のほうには具体的な取り組みを記載、成年後見についての取

り組みの内容を記載しております。これは、自立支援協議会で提起された課題の対策内容を

反映したものになっております。 

 それから、少し進めまして、29 ページ。これは所管課で調整中という中途の状態で申し

わけないのですが、前回、滝委員から、歯科検診についてのご発言がございました。それを

計画に盛り込むべく調整中というところでございます。 
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 またしばらく続きまして、31 ページ。前回、ジョブコーチの活用についてのご意見を頂

戴いたしました。雇用の分野の面で活用を図ろうという記載を加えております。 

 またしばらく行きまして、34 ページ。中ほどに、療育支援体制について検討を進めとい

う吹き出しがありますが、こちらもその仕組みづくりを別途検討することとしておりますの

で、こちらの記載を加えております。 

 それから、35 ページ。教育の部分では、前回、複数の委員の皆様から意見を頂戴いたし

ました。これはお名前を間違っていて申しわけなかったのですが、角田委員発言の早期支援

についての記載とありますが、これは柏委員であったと思いますので、訂正させていただき

たいと思います。こちらについても、早期支援の部分だけではなくて、学校教育に関するも

のがありましたので、こちらのほうは所管課でどのように反映できるかということで、検討

しているところでございます。 

 そのような形で幾つかございまして、42 ページは、計画の推進に向けてというところで、

記載しております。関連する資料として資料 12 があるのですが、施策推進協議会の役割が、

障がい者に関する施策の実施状況の監視という部分も加わって、それに伴って名称も変わる

という形になりますので、その部分をこちらでも変えるような状況になっています。 

 それ以降は、43 ページからページが横向きになりますけれども、43 ページから 60 ページ

にかけては、それらの計画を行うための具体的な市の事業の実施予定を記載したものであり

ます。 

 それから、61 ページは、具体的には省略をしておりますが、製本の段階では、計画の策

定経過や反映する資料を添えて、障がい者計画にしようということで、骨組みを作っていた

ところです。 

 簡単ですが、資料を皆様読んでこられたという前提で、簡単に説明させていただきました。

よろしくお願いいたします。 

（島崎会長） 

 ありがとうございました。 

 第２次新潟市障がい者計画骨子（案）につきまして、今、ご説明いただきました。資料を

お送りする中に、委員の皆様に事務局からお伝えすることとして入っていましたが、次期障

がい者計画についての法改正や現計画の振り返り、あるいは、先回頂きましたさまざまな委

員の皆様からのご意見等が反映されたものになっているかどうか、あるいは、もう少し書き

ぶりを濃くしたほうがいいのではないか、加えたほうがいいのではないかというところのご

意見を頂きたいと思いますし、二重消しの部分につきましては、終了した事業については済

んだこととしてよろしいかと思いますけれども、消してあるけれどもこの表現はまだ残して
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おいてもいいのではないかということも、お気づきのところがありましたら、おっしゃって

いただければと思います。自立支援協議会との連携、自立支援協議会からご意見を頂いて計

画を作っていくというところを確認させていただいておりますので、今日、ご出席の山賀会

長からもご確認いただいて、十分、自立支援協議会のご意見、ニーズ等が反映されたものに

なっているかどうかもお確かめいただいて、また、忌憚のないご意見をいただければと思い

ます。また、資料４として、塚野委員からも意見ということで提出がありましたので、それ

も見ていただきながら、塚野委員からもご説明を含めてご意見をお願いできればと思います。

どうぞ、ご意見をいただければと思います。 

 目次を見ますと、第１部総論、第２部各論で、それぞれ、総論が１から８まで、第２部の

各論と６の啓発・広報活動の推進、そして、第３部が計画の推進に向けてということで骨子

ができておりますが、その骨子の表現も、もしお気づきのところがあれば、含めて、それぞ

れの分野、お立場に関連するところで、見ていただいたところのご意見をいただきたいと思

います。 

 このような進め方でよろしゅうございましょうか。第１部から順々にということもあるか

と思いますけれども、できるだけ出していただいたほうがいいかなと思いますので、お気づ

きのところから、よろしくお願いいたします。 

（遁所委員） 

 改正障害者基本法に基づいた障がい者の定義などを盛り込んでいただいたところは大変評

価できるところだと思います。 

 35 ページからの学校教育について、改正障害者基本法の条文の中で、眺めていたらまた

さらに気がついてしまったのですけれども、なるほど、特別支援学校、それから相談支援体

制と一貫した学校教育における障がい児等に対する支援については、精査しているというと

ころではないかと思うのですけれども、改正障害者基本法の中では、内閣府の委員会の中で、

末松副大臣が、改正障害者基本法の教育の条文のところで、この条文からすれば、普通学校

の通常学級で、障がいのある子どももない子どもも一緒に学ぶ機会を与えられるように応援

するような条文になっております。そういう公言というか公文書として残っているところも

ありますので、やはり、普通学校で学ぶということも計画の中で盛り込んでいただけるとい

いのかなと。改正障害者基本法に基づく流れからすれば、それも入れていいのかなと思いま

す。改めて、この骨子案について、そう思いました。 

（島崎会長） 

 遁所委員、具体的に、どこにどういう形でということがもしご提案がありましたらどうぞ。

また具体的な文言等。 
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（遁所委員） 

 ここは特別支援学校について盛り込んであります。やはり、もちろん、発達障がいの支援

等、必要な文言があると思いますが、それにさらに普通学校への配慮というところもまた考

えていただければと思います。 

（島崎会長） 

 ありがとうございます。 

 ほかによろしゅうございますか。 

（野村委員） 

 23 ページのサービス基盤の充実ということで、ここに、待機者問題を含めてありましょ

うけれども、コールセンター事業という新しい事業が入っていたような気がしますけれども、

これはどこかで入れていただけるのでしょうか。 

（事務局：大倉） 

 事務局からお答えいたします。 

 事業としては実施いたしますので、記載漏れかと思いますので、改めて確認しまして、相

談の部分になりましょうか、修正いたします。 

（野村委員） 

 続いて申しわけないのですけれども、もう一つだけ。児童デイサービス、36 ページです

か、その事業に入るのですか。 

（事務局：大倉） 

 35 ページの（３）放課後等活動の充実という部分に、新しく、児童発達支援として行わ

れる放課後等デイサービスを含める必要があろうかというお話かと思いますので、仕組みと

してはそれがありますので、該当すると思います。 

（野村委員） 

 ありがとうございました。 

（島崎会長） 

 よろしゅうございますか。 

 そうしますと、サービス基盤の充実のところにコールセンターへの取り組みがあるわけな

ので、それを具体的に入れるということと、35 ページから、放課後等活動の充実の項に 36

ページの主な事業のところに入るということで、事務局、よろしゅうございますか。その入

る項目について記載する、表現的に書いたほうが、より子どもたちの文化支援や日中活動支

援が明確に出るような書きぶりも必要かなと思いますので、そこもお願いしたいと思います。 

 ほかにございませんでしょうか。次回もありますけれども、今回、具体的にお出しいただ
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くと、より具体的な案になると思います。 

（滝委員） 

 よろしくお願いいたします。 

 28 ページの上から 11 行目くらいでしょうか、また、児童相談所や、はまぐみ小児療育セ

ンター、そこのはまぐみ小児療育センターを消してありますが、私の認識が違うのか、これ

はＲＩＳＥということでＪＯＩＮができたので、県立のＲＩＳＥということでされているの

か、はまぐみ小児療育センターには医療機関の部分も含まれていると記憶しているのですが、

医療機関の部分では、次の行の医療機関というところに入るということで削除されているの

かどうか、お聞きしたいと思います。 

（事務局：大倉） 

 はまぐみ小児療育センターの建物の中には医療機関としての機能と、県立の発達障がい支

援センターがありますが、現行計画を作ったときにはＪＯＩＮがなかったためにこう書いた

と理解できましたので、現計画のはまぐみ小児療育センターというのは発達障がい支援セン

ターを中心にした表記ではなかろうかということで、そこの部分を新潟市の発達障がい支援

センターＪＯＩＮに書き換えをして、医療機関の機能については、医療機関など、という部

分で表現できていると考えて、このように修正しております。 

（島崎会長） 

 よろしいですか。 

 いかがでしょうか。これで、保健・医療・福祉の充実、あと、今度は療育ということがし

っかり入ってくるようになりますので、そういう意味では、県、市の設置主体にかかわらず、

療育の機関という意味では、肢体不自由でありますとか重度の心身障がい児ですとか、いろ

いろな形での療育、医療、教育というところでの機能がはまぐみ小児療育センターにはある

ので、消さなくてもいいかなという気はしますが、どうなのでしょうか、この辺は。滝委員

からご意見がありましたが。 

 荻荘委員、いかがでしょうか。ご意見がありましたらお願いします。 

（荻荘委員） 

 私もはまぐみ小児療育センターで働いていたこともありましたけれども、純粋に医療だけ

ではなくてそういう相談的なこともやっていますから、言葉を残しておいてもいいと思うの

です。変な言い方をすると、純粋な医療機関かと言われると、そこはまたいろいろな特性が

あるところですので、そう思います。 

（島崎会長） 

 ありがとうございました。 
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 今の滝委員、荻荘委員、それぞれ医療の分野からのご意見、ご発言で、多機能の機関は連

携していったらいいと思いますので、またこの辺はそのようにできればと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

（事務局：大倉） 

 次の版を作るときに、それを踏まえて再検討したいと思います。 

（島崎会長） 

 それぞれご覧になっていてお気づきのところ、ご意見を頂ければと思いますが、いかがで

しょうか。 

（岩崎委員） 

 福祉教育の推進というところで、先ほどもいろいろ出ておりましたけれども、少し教えて

ほしいと思うのですけれども、福祉と教育にまたがっているというか、我々、当事者側とい

うか事業者側であるとかのこういう計画であるとかサービス内容については分かるのですが、

教育ということになると、福祉側だけではなくて、教育現場のほうでどういう取り組みをし

ているのかということをお聞かせいただきたいと思います。また、私が日ごろ仕事をしてい

る中で、やはり、障がい者理解というものがまだまだ足りない世の中かと思うのですけれど

も、そのことを感じている中で、福祉教育の推進という項目のところが非常に少ないなとい

う印象がしております。もっと具体的な何か、福祉サイドとしての課題がもっと挙がってく

る必要があるのかなと思っております。主な事業として、福祉副読本の作成ということが一

つ挙がっているだけなのですけれども、先ほども出ていましたけれども、連携をするという

ことであるとか、インクルージョンということを実現していくためには、もっと強固な連携

をしていく必要があると思っております。その連携策として、具体的な何か、もっと上げて

いくべき項目があるのかなと感じたのです。それはまた逆に普通校というか教育委員会にな

るのか、そちらのほうではそういう障がい者とのふれあい事業のような計画があるのかどう

か、お聞かせいただければと思います。 

（島崎会長） 

 今、岩崎委員からのご発言は、資料 40 ページのところの福祉教育の推進のところですね。

そこがもう少し、教育委員会との連携というところですね。あと、やはり障がいの理解、障

がいのある人たちの地域での一構成員として変わらない生活だという、理念的なところから

いくと、もう少しここのところが普遍化するための施策といいますか、取り組みについて書

いてあったほうがいいのかなと思うところですが、事務局、その辺はいかがですか。 

（事務局：大倉） 

 今日、お示しした段階ではこれだけで、少し寂しい感じもするのですが、今回の計画を作
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るに当たって取ったアンケートでも、普及啓発ということが非常に要望として大きいものが

ありましたし、また、それを受けて、この計画の基本目標にも、そういった目標を分かりや

すく表現したつもりです。そういうことを考えると、確かに、今やっていることももちろん

ですし、今後の部分については把握し切れていない部分もありますけれども、学校というか、

教育サイドに確認なり、この計画を作るうえでの趣旨といいますか、改めてお話をして、相

談したうえでお見せできるものは盛り込んでいきたいと思いますので、これも、申しわけな

いですけれども、次回のお楽しみにしていただければと思います。 

（島崎会長） 

 お楽しみが落胆にならないようにと思います。 

 斎藤委員、どうぞ。 

（斎藤委員） 

 それに関連してなのですけれども、今、41 ページの４行目に、障がい児（者）との触れ

合いの場や、子どもたちが学ぶ機会、体験する場を増やしていきますとありますけれども、

主な事業は副読本の作成だけになっているわけです。今、シーズンなのでしょうか、清水フ

ードセンターやマクドナルドなど、私はここ１週間、町に買い物に出かけていっても、小学

生や中学生たちが体験学習をしています。そういう中の一つとして、触れ合いの場や体験す

る場というものがあるのかどうか、学校教育の中にそういうものがあるのかどうかも教育委

員会に確認したり連携してお願いしたいと思います。青陵短大であったり、あるいはさまざ

まな専門学校などが、自分の意志として、障がい者のものを自分の生涯の仕事としてとか、

そういう意識の高い人たちはそれはそれでいいのですけれども、いちばん啓発が必要なのは、

社会といいますか、全体というか、その辺の志を持つ前の段階でふれあって、ごく自然な形

で障がい者と健常者が一緒になれるということが大事だと思いますので、それ以前の小学生、

中学生、高校生という多感なところで教育されないがために、逆に人間の負の意識を過剰に

反応してしまうというところがあったりするわけですが、そういうものが触れ合いの中でプ

ラスの方向にどんどん育まれていくというのは子どもたちの時代しかないと思いますので、

ぜひ、体験の場を増やしていただきたいと思います。 

（島崎会長） 

 ありがとうございました。 

 遁所委員、それから岩崎委員のお二方からも、教育のインクルージョンといいますか、イ

ンクルーシブ教育の視点も書き込みながら、障がいへの理解が深まるようにということでの

取り組みが必要なのではないかということかと思います。 

 私も、昨日、北陸信越のバリアフリーに関する会議があったのですけれども、新潟市から
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も出席されていましたけれども、こころのバリアフリーといいますか、インクルージョン、

ノーマライゼーションですとかそういうことへの実現に向けて、例えば、交通環境の整備な

どではバリアフリー体験を小学校、中学校の先生方に、まずはされたとか、新潟市でも、市

教育委員会から社会福祉協議会と連携しながら、そういうバスを使って車いすなどの体験を

して、実際に障がいのある人と環境についてチェックするとか、あるいは、その場面、子ど

もたち、総合学習の場面を作ってやっていくとか、高齢者の方とそういう活動の場面を地域

で持つように取り組んでいくということも実際にあるということで、この部分は、そういう

意味では横串を刺すといいますか、全庁的に取り組んでという、福祉と教育というところも

そうですけれども、交通政策とかそういうところで、障がいの有る無しにかかわらず生きや

すい社会づくり、まちづくりということでの全庁的な取り組みもあると思いますので、その

辺、ここに盛り込んでいくということができればと思っております。 

 お気づきのところがあれば。 

（遁所委員） 

 相談の立場で出席させていただいているので、18 ページから、相談のことで少し確認さ

せていただきます。 

 まず、19 ページの下から 10 行目くらいから削除されている、障がい者相談支援事業を実

施し、専門的な相談員やピアカウンセラーの配置を進めという文章ですけれども、８区にピ

アカウンセラーというものがまだ配置されてないということや、ピアカウンセラーについて

も、実際の相談業務をしている立場としては、女性の障がいを持ったピアカウンセラーはい

ないのかとか、やはり、もう少し多くの障がい当事者、さらに、このごろは精神の障がいを

持たれた方の再就職などでも、ピアカウンセラーに興味を持っている、自立を目指している

精神の方も相談に来られているのです。そのようなことから、ここの文言は外してほしくな

いと思います。 

 それから、23 ページの真ん中のところで、精神障がい者の退院促進も大きな課題になっ

ていますというところで、１行で終わっているのですけれども、来年の４月から、ふらっと

やおれんじぽーと以外に、一般の相談事業所、指定相談事業所も、手を挙げれば退院促進事

業を行えると。ただし、その退院促進事業を行えるスキルを相談事業所が身につけているか

どうかは別にしても、やはり、退院促進事業というのは大きな鍵といいますか、精神の方が

願っている、ふらっとの坂井さんの言葉を借りれば、精神病院から出ることが精神障がいの

方のニーズなのだと、権利擁護なのだという言葉を借りれば、ここの１行はもう少しふくら

ませていただいてもいいのではないかと。具体的には、今、圏域の相談事業所が各圏域ごと

に 20 か所くらいアンケート調査を行っているという経過があるのですけれども、退院促進
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事業を行えるコーディネートをする圏域の相談事業所の予算が県では一般財源化してなくな

る危険もあると。残す方向ではいますけれども、そのようなことも踏まえて、退院促進にお

ける相談事業のスキル、あるいはまた相談員の育成、そして、やはりここに重きを置くとい

うことはもう少し強調してもいいのではないかという気がします。 

（島崎会長） 

 ありがとうございました。 

 柏委員、お願いします。 

（柏委員） 

 遁所委員のおっしゃるとおりだと思います。退院促進事業だけではなくて、実際に生活移

行している人がだんだん出てくるには、ピアの人たちと話をしていると、かなり家族から離

れて自立生活をしていくという方が増えてきたように思うのです。そういうときに、相談す

るのが今のところはふらっとだけということで、ほかに相談事業者はたくさんあるのですが、

精神に関してはふらっとに回ってきてしまうということで、対応できる職員、スタッフを作

れないということもあります。 

 それから、やはり、新潟市ではふらっと一つというのは非常に少ないという部分で、各区

ごとくらいにあるというのがとても大事な問題ではないかと思います。退院促進の場合は、

本人だけではなくて、家族の意思が変わらないとできないということもありますので、私も

具体的にどうとはできないのですが、今ある機関の中で、障がい福祉課や病院のケースワー

カーとか保健師ということで連携を取りながら、ふらっとももちろん入ってケアマネ的な人

を入れながらやれるということは実現可能かなということで、そういうものをまずは含めて、

あと、国のほうで出ていますけれども、包括的な支援体制を作るということを、今、言葉で

は言えないのですが、そういう部分が入っていくと非常に現実的になってくるのではないか

と思います。 

（島崎会長） 

 ありがとうございます。 

 19 ページから、これは戻したほうがいいのではないかという３行、そこと今の精神障が

いの方の支援というところ、柏委員から出された部分もつながるところだと思いますので、

さらに（４）のところで書き加えていくということが必要かと思いました。今、柏委員から

も具体的なご提案もあったと思いますので、そこのところを少し整理していければと思いま

すので、事務局から、またよろしくお願いしたいと思います。 

 ほかにございますか。 

（熊倉委員） 
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 相談支援体制の中に入ってくるのかなとお話をさせていただきたいのですけれども、いっ

てみれば福祉と教育を通じた支援環境の確保ということになるのか、あるいは、相談支援に

おける福祉と教育の連携ということになるのか分かりません。イメージというのはどういう

ことかといいますと、例えば、特別支援学校に通っている人たちでは、複数の困難、重複障

がいである。それから、一般的な病気、あるいは慢性的な病気を併せて持っていらっしゃる

とか、さまざまな困難なケースの方が多いわけなのです。そうすると、特別支援学校の中で

適切なケアを受けることができるような、どのような連携になっているのかということが、

今、ちょっと分かりません。つまり、例えば、本学級であるとかという形での、学校に行っ

ていらっしゃる方が、ひょっとしたら、そういういい支援環境が整えば、まず通えるように

なるかもしれないと。それから、例えば、発達の過程で、這って移動していた人の場合は、

足が発達しませんので、小学校３、４年生くらいですか、時期を見計らって足の骨を付け加

えるようなことをして、そうしないと、人の足というのは発達していかないのだということ

で、本当にそうなるのです。そうすると、その手術をしてからしばらくの間は、半円型の歩

行器を使った練習があったり、あるいは、伝え歩きがあったりということを、家庭、学校を

通じてリハビリをして、そして、動けるようになるということなのですけれども、その場合

に、たまたま、学校の先生で医学療法士というかそういう資格者の方がおられたので、その

辺が大変スムーズに支援していただいたという例があるわけです。一方、そういう環境をう

まく作れない場合は、やはり、学童の保護者がさまざまなサービスを求めて、自らコーディ

ネートして、サービスをチョイスしながら、非常に大変なことをやっていらっしゃると思う

のです。それで、こういうことをトータルでケアしてもらえるというか、包括的な、いって

みればケアマネジメントといいますか、ですから、位置的には地域保健福祉センターにいら

っしゃる保健師の方、つまり、医療的素養があって福祉に通じた方がこういったケースに大

いに乗り出していただいてやっていただけるということができないだろうかということを切

に思うわけでございます。 

 少し話は外れますけれども、総合福祉法になったときに、障害程度区分という話は卒業し

て、セルフマネジメントでこういうものが欲しいというところから始まるということにどう

やらなりそうなのですが、知的障がい児者の場合は、それはセルフマネジメントができませ

んで、やはり、ケアマネジメント、もちろん、保護者が代弁をする、あるいはそれ以外のい

ろいろな方の代弁を受けながら、しかし、具体的な形でお願いする側が計画を作るというの

はなかなか不可能なので、そういう意味では、ケアマネージャーの方に大きな位置を占めて

もらってやっていただかないと、なかなか本当に困難な様子をいくつも抱えている方の場合

は、その辺が決定的なものになってくるのかなという気がいたします。少し長い話になりま
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して恐縮ですが、そういう意味で、福祉と教育を通じた支援環境の確保になるのか、相談支

援における福祉と教育の連携というか、そういう要約の中で、何かそういう方面のサービス

がいただけないものだろうかということでございます。 

（島崎会長） 

 今の熊倉委員のご発言は、福祉、保健、医療、教育というところで、それぞれどういう形

で連携する、あるいは具体的なコーディネーターをどうするか、ケアマネジメントをどうす

るかということが、もう少し見える形にしていってはどうかという、福祉と教育の部分の環

境づくり。医療も含めたというところだと思いますけれども、あまりまとめきらないほうが

いいのですけれども、そこのところがもう少し見えたらいいのではないかということだと思

いました。この辺はいかがでしょうか。関連の分野で、荻荘先生のところにお聞きするので

すけれども、これはもしお気づきのところとか、何かありましたら、ご注文でも、またご意

見いただければと思っております。 

 事務局のほうは、今のところについて、特にないでしょうか。 

（事務局：大倉） 

 それに対して、すぐどうこう言えないのは申し訳なくて、私も会長と同じく関連して委員

の皆さんのそれに関するお話を併せて聞きたいと思っていたところです。当然、そういうも

のができればいいに越したことはないとは思うのですが、恐らくさまざまな課題がありそう

なので、それをできるためのステップといいますか、一歩をどのようにしていくとよさそう

だとか、そういったことでもいいので、お話を聞きたいと思います。すみません、逆に振っ

てしまいますが。 

（佐藤障がい福祉課長） 

 今の熊倉委員のご発言だと、一つは福祉と教育の連携の仕方といいますか、連携してどう

やって環境を整えるのかという面と、セルフマネジメント、それからケアマネジメントの話

になると、そういう中で、必要なサービスをどのように作っていくというような観点と、そ

れを教育の場面で、ケアマネジャーみたいなものを入ってサービス作っていくというイメー

ジだということなのでしょうか。教育と福祉の連携が非常に薄いということは従来から言わ

れていて、そういうことをしていかなければならないという面と、福祉サービスをどうやっ

てマネジメントしていくかという面と二つあるのかとイメージを聞いたのですけれども、そ

の辺を教えてください。 

（熊倉委員） 

 今まさにどこで取り上げてもらおうかということで、少し迷っていたわけなのですけれど

も、少し話が長くなりますが、まず総合福祉の関連で、どのようにするかという点について
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いえば、これは単なる問題提起として、知的障がい児者にとっては、セルフマネジメントと

はいかないので、いずれにしてもケアマネジメントみたいな体制を望んで、それによって初

めて知的障がい児者にとっては必要なサービスを受け取ることができるようになるのではな

いかということ。これは手をつなぐ育成会とか、いろいろなところでも言っておりますので、

そういう趨勢になるのではないか。これはこれで、話として聞いていただきたいと思います。 

 仮にその場合であるとすれば、地域に現実にある今の仕事のあり方としては、地域保健福

祉センターみたいなところで保健師さんが、医療に関する素養もあって、それで地域福祉の

ことをよく知っておられるという保健師さんがおやりになることになるのかと勝手に想像し

ているわけです。つまり、障がい者分野における、少なくとも知的障がい者分野における、

老人でいくと包括支援センターみたいな役割を、そこで果たしていただくのが適切かなと勝

手に思っている話なのです。 

 その辺を何となく展望しつつ、今現在の課題でいけば、これは話の発端そのものが特別支

援学校という名前の中で、本当に特別支援教育としたときに、実際問題はそこで二重、三重

のいろいろな困難があるときに、特別支援学校だからといって、どういう配慮が現実にある

のか、あり得るのかという点で考えていくと、つまり必ずしも十分な特別な配慮がない。そ

れが特別支援学校かというような言い方になるわけですけれども、ただ現実の問題、やはり

教育とそれ以外の分野というのは違いますから、学校の中ですべて引き受けるというわけに

はどっちみちいかないのだろうと。そうすると、特別支援学校の中での医療ケアについてい

えば、一定のものについては学校の養護教諭だとか、訓練を受けた人ができるようにすると

いうようなケアもあるでしょうし、それから一般的な家庭に入りうるさまざまなサービスを

ときと場合によっては学校で、学童が必要なサービスを受け取るということができるように

することができれば、それもプラスになるのではないかというようなこと。そして、もっと

医療を学校の中でできるのだとすると、具体的にはどうすればいいのかというようなことに、

私どももいろいろ考えていることがあります。 

 いずれにしても、福祉と学校を通じて、本当に必要なサービスをどこでして差し上げたら

いいのかといったら、家庭であって、それは個別にということであると、大変困難な生活と

いうものが目に見えている話なものですから、学童であれば、最も長い時間を過ごす学校の

中で、もし一定の配慮がなされると、かなり養護者である保護者家族の負担も変わってくる

のかなと考えております。 

（島崎会長） 

 ありがとうございました。今の熊倉委員のご説明で、かなり具体的に分かってきたかと思

いますが、全体の中でどういう形で入れていくか。特別支援学校の教育の分野の中に医療が
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できる専門職者がどういう形で配置されていくのか。それをまた地域でサポートする仕組み

があるのかどうなのかというところも、少し新潟市のさまざまな機関、機能の中で確認しな

がら、それを計画の中に入れていければいいのかとは思います。継続的に熊倉委員ともご相

談をしながら入れていければと思っております。そのようなことでよろしいでしょうか。ま

たお願いいたします。 

 限られた時間の中でございます。ご意見をいただければと思います。山本委員、就労とか、

そういうところでいかがでございますか。お気づきのところなどございましたら。 

（山本委員） 

 読ませていただきましたけれども、このとおりで。今回の計画につきまして、事前にちょ

うだいしたわけなので、それなりに読ませてはいただきましたけれども、どうしてもハロー

ワークの場合ですと、私どものほうに来ていただいた方、それから生活班通じて支援をして

いただきたいと。そういうことで、お見えになった方に対しての支援、援助というような形

になりますので、ここに書かれている計画については、このとおりでよろしいと考えており

ます。 

（島崎会長） 

 ありがとうございました。野村委員さんはいかがでしょうか。先回、議事としても入れて、

そして、次の計画にどういう形で反映させていけるかということでのご提案もあったかと思

いますけれども、私も少し見てきまして、入所施設等についても継続的にというような書き

方ですとか、ケアホーム・グループホームという住まいの確保とか、いろいろ文言的に入っ

ておりますけれども、この辺のところでご意見をいただければと思います。 

（野村委員） 

 先回の私の書いたものに比べますと、大分表現が軟らかくなっておりまして、少し残念で

すけれども、要するに待機者をどうするかという問題を、本当に真剣に考えていないという

ように思います。それは、この中で、前から同じことをおっしゃっていることなのでしょう

けれども、グループホーム・ケアホームを作ります。整備します。何件できたでしょうかと

いうことを言いたいのです。ですから、なかなか待機者が減らない。だからどうしてくださ

るのですかというお話を提案したわけでしょうけれども、その話がほとんどここには載って

きておりません。 

 私が逆にお願いしたいといいますか、待機者をどうするかという目標を挙げていただきた

いと思います。待機者の目標設定をすれば、逆にかえって待機者を減らすという目標を作ら

ないと、これはなかなか、多分そういう意味で、またアンケートを取って、入所施設から出

る人は何人いるかとアンケート取って、ほとんどが出ても大丈夫だとおっしゃっているので
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す。これは、全部が地域へ出せるかどうか、本当に真剣に考えたら出せないのです。でも、

表向きは出せるのです。これは数字と少し違っているのではないかと思っています。そうい

う意味では、待機している人が、何年たっても待機しますよ。ですから、それを早く直すよ

うには、目標を決めて、早く待機者をなくすような施策をぜひお願いしたいということと、

文言の中でも、私が提案した中でもあるように、一時的に期限を切っての施設を作るとか、

こういったことをお願いしたいということです。それは 23 ページの問題です。 

 それから、もう一つが、短期入所の問題。これはまだまだ受け入れ先の不足が課題となっ

ています。それから、課題は確かにそのとおりだと思います。それをどうやって直そうかと

いうことの方策の方向性についてを、これも少し甘いのです。整備、充実、質の向上しか載

っておりませんので、そうではなくて、逆に言うとこの場合も利用日数を制限するとか、そ

うしますと、多分、皆さんは制限されれば困るのです。困りますと、どうなりますかと。要

するに矛先が行政に行くと思います。私どもは今、短期入所を断っています。全部私どもに

来て、困っているものですから、私のほうの提案を出したわけでしょうけれども、その辺の

ところを課題として分かるのでしょうけれども、方向性をどうしたらいいかということをも

っと真剣に中に入れていただきたいと思っています。 

（島崎会長） 

 野村委員から、先回の会議で出していただいたことがどう反映されているかということで

す。具体的には 21 ページの中ほどに短期入所の利用者数うんぬんというところが下線で新

たに書き加えられた部分がありますけれども、ここについてその下の施策の方向性で、基盤

の整備、充実、質の向上といったところが具体的な数値目標につながるような形での書きぶ

りにすべきであると。 

 それから、23 ページの一番下のところでしょうか。待機者がなくなるようにという下線

の部分と、23 ページ一番下の施設入所支援も必要に応じて継続していきますというのは、

現状の継続ということで、新たにというような話ではないのですか。 

（野村委員） 

 考え方が、もう少し突っ込んだ考え方にしてほしいと。 

（島崎会長） 

 そういった先回のご提案からすると、もう少し市としての方向性が見える形にしてもらい

たいということですね。具体的にどういった表現かというところも、またお出しいただきな

がら、次回、入れ込んでいければということなのだと思いますけれども、今は特にこういう

形でということは、考え方としてこうしてもらいたいということだったと思います。 

（野村委員） 
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 この表現かなと思いますけれども、もう少し突っ込んだ表現力を持っていただきたいとい

うことでございます。 

（島崎会長） 

 この辺、事務局のほうはいかがでしょうか。 

（事務局：大倉） 

 考えたいと思うのですけれども、具体的にどう展開していくのかという、かなり細かい部

分は、それこそ皆様と一緒に考えていきたい部分がありますので、どのレベルまで踏み込む

かということもあろうかと思うのですが、数値的な目標といいますか、いつまでに何をみた

いなところになれば、福祉計画のほうで記載することが適当と思いますので、そちらのほう

でもご意見をいただきたいと思います。いずれにしても、また本日の意見を踏まえて再検討

いたしますけれども、障がい者計画では、全体的な考え方として、詳細な取組はほかとのバ

ランスもあって、ある程度のところまでかと思いますし、数値を掲げるものについては、福

祉計画のほうがそこで表記するのがいいのかなとは思っております。 

（島崎会長） 

 次の福祉計画のほうの具体的な数値目標のところと野村委員さんからのお話にもリンクす

る部分での話だったと思いますので、両方を見ながら、どういう形でというところで、また

議論できればと思います。ほかにいかがでしょうか。 

（遁所委員） 

 38 ページの災害時支援体制の整備についてなのですが、福祉避難所指定についてなので

すけれども、なるほど福祉避難指定についてはきめ細かい支援が行えるようにということは

ありがたいことなのですけれども、今回の福島県南相馬市から避難された人たちは、家を失

ったりということで、新潟に長期いらっしゃいますが、今回、原発の関係で家族ぐるみで避

難されてきた方が多く、福祉避難所という内容が厚生労働省の決めごとによって、障がい者

１人、介助者１人という決まりごとの中で、結局利用が黒埼荘の１件、１か所しかなかった。 

 実際には、６月 27 日現在で新潟県内には 200 人程度の障がいを持った人が避難してきた

と。それを踏まえれば３分の１の人口を占める新潟市では、少なくとも 70 人から 80 人いて

もおかしくないと。70 人から 80 人いた障がい者が広い体育館にしか行かなかった理由とい

うのは、福祉避難所の決まりごとが厚生労働省における障がい者１人、介助者１人というこ

とで、家族全員避難できなかったという現状があることを踏まえ、ここのところにもし突っ

込んでいただけるならば、新潟市単独事業の福祉避難所の整備ということも考えていただき

たいと思うわけです。つまり、人数の決まりごとを取っ払ったものが必要かなと。 

 また、結局発達障がいの方は体育館では無理だったという。やはり周りの人の音に敏感に
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反応されたり、個室とか、そういうところが必要であると。また、中越地震のときは、部落

ごとに避難してきて、周りの人がいいよ、いいよという理解のもとで避難できたことに対し

て、こういう大震災と書いてあるならば、そういうことは今回の東日本大震災は難しかった

ということがありますので、福祉避難所の設置というものはありがたいのですけれども、さ

らに新潟市単独事業の福祉避難所の要綱の設置といいますか、それも考えて文言に入れてい

ただきたいと思います。 

（島崎会長） 

 ありがとうございました。改正基本計画の中にも、そういうことについては挙げられてい

ますので、具体的にどういう書き方が市の取組としてどこまで入るかというあたり、少し検

討していければと思います。 

 塚野委員から資料４でペーパーをいただいておりますけれども、ご発言いただかなくてよ

ろしいですか。次の議題のところでもよろしいでしょうか。 

（塚野委員） 

 私は、この骨子がこれでいいのかどうなのかと。追加したり、削除するところはないだろ

うかという見方で資料を見ただけで、個別の課題ごとにどうあるべきかというようなことに

ついてはまとめておりませんので結構です。 

 ただ、ここに６項目と丸では 19 の項目が挙げてあって、すべて具体的に書いてあります

から、何も説明する事項はないです。ただ、心配なのは、例えば４番にある相談支援体制。

大部分が削除になっているのです。本当にこれは関係ないのと。むしろ関係ある部分があれ

ば、残してほしいというように思うことが一つ。 

 それから、次の在宅サービスの充実の項目ですけれども、従来の計画だと、例えば必要な

人が必要なサービスが受けられるように、サービスの質の向上に努めますと。こういう基本

的に大事なことが削除されているのです。やはりこういった基本的に大事な理念となるよう

なものは削除してほしくないということです。 

（島崎会長） 

 ありがとうございます。この辺は、目次の構成は変わらず、先ほども申し上げましたけれ

ども、すでにセンターは設置しましたとか、そういう事業が済んだものはいいですが、継続

するものももちろんあるわけで、そういう意味では、今、塚野委員がおっしゃったように、

理念的なといいますか、市の姿勢、考え方を示している部分は、やはり継続して取り組んで

いくのだということで、これは確かに見え消しでなっておりますけれども、先ほどの遁所委

員のように、理念的なこと、考え方として、やはりこれは置くべきだという新潟市の取り組

み姿勢ではないかという部分は残しておいていいのではないかと思いますので、その辺は精
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査して、次回に出させていただくということなのだろうと思います。事務局、その辺はいか

がですか。 

（事務局） 

 今の具体的な部分については、いつは順番を入れ替えたために見えにくかったのかと思う

のですけれども、「必要な人が」というフレーズは残してあります。 

（柏委員） 

 医療と教育と福祉と総合的なということで、少し感じたことがあるのですが、精神障がい

者の人たちが地域で暮らすときに、一番最初にかかわるのは不動産屋さんだったり、地域の

自治会長さんだったり、地域の住民の人たちというところで、やはり暮らせるかどうかとい

うことは大きな問題になるのです。うちの子どもの関係で、実際に千葉の市川で体験があっ

たのですが、いろいろなサービスもありますけれども、生活の基盤となるところでは、例え

ば福祉事務所のワーカーさん、それから不動産屋さんの係、実際にアパートを世話した不動

産屋さん、それが大家さんといろいろ掛けあうとか、非常に医療とかももちろんそうなので

すけれども、医療がなかなか手薄になったときでも、命にかかわるところでは警察の生活相

談課とか、そういうところの力で生活が持続できるところがあったのです。この計画の中で、

先ほど教育のことでも通常学級ではどういうことということが出ていましたけれども、やは

り一般の市民の中で生活をしていくのに必要な関係の人たちとの連携みたいなところがどこ

かに入っていかないと、あくまでも障がい者だけとなると、先ほどの施設待機にしても、関

係している人だけが一生懸命やるというような感じではひらけていけないのではないかとい

う感じがしたので、理念の中でそういう部分を入れていくべきではないかと感じました。 

（島崎会長） 

 ありがとうございました。 

 少し、障がい者計画のほうで骨子（案）を見ていただきながら、今、ご意見をいただいて

いますけれども、少しお休みして、次の議題にと思っておりますけれども、この障がい者計

画につきまして、特にこの部分はということがありましたら、お気づきのところがありまし

たら、また今日の会議の終わるところまでにお出しいただければと思います。福祉計画との

リンクする部分もあるかと思いますので、また、そこでもご意見を出していただければと思

います。 

 第２期新潟市障がい者計画骨子（案）について、いろいろこのように文言の修正ですとか、

中身の書きぶりですとか、具体的なさまざまなご提案等いただきました。それを次回までに

また入れて、さらに案づくりをしていくようにと思っておりますが、次回までにまたお気づ

きのところをご意見いただけるような形で、事務局から委員の皆様のほうにペーパーを配信



 - 22 -

していただくなりしていただくようにお願いしたいと思います。 

 10 分ほどお休みを取って、時計ですと３時 10 分からまた再開ということで、少し休ませ

ていただいて、次の福祉計画の協議ということにさせていただきたいと思います。よろしく

お願いいたします。 

 

（休 憩） 

 

（島崎会長） 

 時間になりましたので、再開させていただきます。 

 それでは、今日の二つ目の議事で、第３期新潟市障がい福祉計画骨子（案）について、事

務局からご説明をお願いいたします。また、障がい者計画のほうでお気づきのところ等もご

ざいましたら、今日、直接お話いただいたほうが一番いいと思いますので、まずは障がい福

祉計画のご説明をいただいて、またお気づきのところを今日、会議が終わったところまで戻

って、ご意見いただければと思いますので、よろしくお願いいたします。それでは、事務局

から資料５によりご説明をお願いいたします。 

（事務局） 

 それでは、資料５をご覧ください。第３期新潟市障がい福祉計画骨子（案）ということで、

こちらは本日、お配りさせていただきましたので、一通り説明させていただきます。現在の

第２期計画は水色の冊子になっております。それを基本といたしまして、作り替えたという

前提で見ていただきたいと思います。計画策定の趣旨については、ほとんど変わっておりま

せん。第３期についてはという部分を加えただけでございます。 

 ２ページにいきますと、計画の位置づけ、それから、３基本的理念及び基本的考え方とあ

ります。この３の基本的理念及び基本的考え方には、平成 21 年１月に改正された国の基本

指針等に基づき、次のとおりとしますとありますが、平成 21 年１月以降第３期に向けての

変更はございませんので、今回の基本的な考え方も前回を踏襲しているという形になってお

ります。 

 それから４ページ、５ページにいきますと、相談支援の提供体制に対する基本的な考え方

ということで、自立支援協議会の組織図等を載せてございます。それから、６ページには計

画の期間、その他データ等を載せることになっておりますが、こちらのほうは今回の書類で

は省略をさせていただいております。肝心のご意見をちょうだいしたい内容は７ページ以降

にありますので、そちらを中心にお話いたします。 

 数値目標を定めますということで、ではどのような数値目標を定めるのかというと、前回、
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年度初めの会議からお示ししておりますけれども、これは拡大の部分が三つはあります。入

所施設の入所者の地域生活への移行ということで、平成 17 年 10 月当時の身体、知的の入所

者の数をいかに減らすかということで、地域移行者と削減見込みがまず一つ、数値目標とし

てあります。 

 この表の見方なのですけれども、一番上の行に基準の施設入所者数とあるのが、平成 17

年 10 月の数で 630。その下に目標値とありますけれども、今回、国の指針目標として示さ

れているのは、３割を平成 26 年度において基本と考えましょうということになっています。

630 人に対する３割は 189 人になります。それから、削減見込みのほうは 10％削減を基本と

しましょうということになります。10％ということは 63 人がそれになります。それを基本

として、地域の実情等を考慮して目標を定めましょうということになっております。 

 新潟市の第３期障がい福祉計画の目標値を考えるに当たりましては、国の指針が出てはい

るのですけれども、まず地域移行の数、こちらは現計画１割というのは動きがありますので、

達成可能な状況となっていました。そのままでいくとどう推移していくのかということを単

純に同じ傾きで考えると、平成 26 年度は 123 人、126 人のあたりは、自然に数はいきそう

という推測が成り立ちます。 

 例えば、国の３割の 79 というところと、まだ開きがあるわけですけれども、これを考え

るときに資料７をご覧いただきたいのですけれども、今、入所されている方が、果たして地

域移行しなさいといったところで、実際、どういう形なのかというところを改めて考える必

要があるかと思いまして、市内外を問わず、新潟市の入所者、１人、２人のところは照会状

を省きまして、３人以上のところに調査をさせていただいたのですが、資料７の最後に調査

票がありまして、今後、グループホーム・ケアホームや一般住宅への地域移行が可能と考え

る人はどれほどいますかと。その方たちはすぐ出られるのでしょうか。それとも、まだ先な

のでしょうかというような調査をさせていただいたのです。 

 その結果が、詳しくはまた後で見ていただきたいのですけれども、資料７を一枚はぐって

１ページのところに黒く囲ってあります。照会をして回答をいただいたところの入所者は

544 名。そのうち、120 名は可能であると考えられています。すぐ出られる人はどれくらい

いるか分かりませんが、何かしらの条件がついても構わないのですけれども、入所施設が、

その方にとって最適というわけではなくて、地域移行が可能だと考えられる人をお聞きした

ところ、120 名という回答が得られております。そこからも考えられることで、どのような

条件を整備していくかというのは、市の政策なりの役割だとも思いますけれども、何かしら

対応することにより、自然増だけ見れば 120 人程度に落ち着きそうな地域移行者数を、国の

目標の３割である 189 人を目標として掲げるのが適当だろうという考えがありますので、地
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域生活移行者数については国の３割というものをそのまま目標として掲げようかと考えてい

ます。 

 それから、一方の削減見込み数です。こちらは、現在計画は７％、それに対して実績はゼ

ロです。瞬間的には下がるタイミングもありますが、待機者が相当いますのでゼロです。こ

れは繰り返しお話ししてきました。今回、10％の目標ということで、国のほうで示されてお

りますけれども、10％というのは現実的な数字なのかということを考えるとともに、まずは

相当数いる待機者を減らそうではないか、なくそうではないかということをまず取り組んで

きたと考えておりますので、削減見込みの 10％という国の指針にはこだわらずに、まずは

待機者の解消を目指そうということを目標に掲げてはどうかということで、皆さんのご意見

を聞きたいというところであります。 

 次に８ページは、現在計画、入院中の精神障がい者の地域生活への移行ということで示さ

れて、項目として上がっているのですが、これは未だに国のほうから見直しますということ

で、具体的なものが出されておりません。10 月 31 日に厚生労働省の全国会議がございまし

て、そのときには議題として上がっておりますので、何かしら示されるのではないかと期待

しております。現在では示されておりませんので、これは保留とさせていただきます。 

 ９ページには、福祉施設から一般就労への移行等ということであります、こちらは平成

17 年度の何倍かの数で、現在計画は平成 23 年度で４倍の 72 という目標です。今回、第３

期で示された国の基本というものも平成 26 年度でも４倍ということで出されております。

新潟市の今までの状況を見ますと、毎年少しずつでも増えてはいます。今後も同様に取組を

行って、国の指針どおり４倍を目指すということを考えていきたいと思っています。 

 それから、10 ページです。こちらは、現在の計画では、目標値には掲げてはいませんが、

就労移行支援事業の移行者数を目標値として考えましょうというものであります。こちらは、

表が複雑なのですが、平成 26 年度末の福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業の利用者

を 20％にしましょうということが国の指針です。福祉施設とは何を指すかと言いますと、

生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続Ａ及びＢです。こちら、数字は入れてはいな

いのですが、平成 23 年度末の見込みで、新潟市の現状はどうなのかと言いますと、平成 23

年度末の福祉施設利用者見込みは 2,024 人で、実際はそのうち就労移行支援の利用見込みは

97 人です。2,024 人に対する 20％の 405 人に対して 97 人です。97 人というのは 4.8％にな

ります。この数値目標を作るに当たって、国の指針の 20％を定めるのか、現状とかなり開

きがあるので、それはまた別途考えるのか。そのあたりもご意見をいただきところと考えて

います。 

 同様に 11 ページ、就労継続支援（Ａ型）の利用者の割合というものも数値目標にありま
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す。こちらは、Ａ型、Ｂ型のうちのＡ型の割合は 30％を目指しましょう。目標にしましょ

うというものです。こちらも平成 26 年度の見込みは入れておりませんが、平成 23 年度の見

込みでどうかとなりますと、Ａ型の見込みは 48 人、Ｂ型は 847 人ということで、895 分の

48 は 5.4％になります。こちらも先ほどの就労移行の開きと同様に、実態としてかなり開き

があります。目標値を作る際に、地域の実情を考慮してという部分もありますので、そのあ

たりもどう設定するのが適当かということも、ご意見をいただきたいと思っております。 

 これらに関連するのですが、資料６は障がい福祉計画のサービス見込み量ということで、

個別のサービスの今後の見込み。見込みと言っても、予測というよりは数値目標を達成する

ための個別のサービスの目標というようなとらえ方をしたいと思うのですが、こちらをそれ

ぞれの事業で出しています。主に伸び率を考慮して出してはいるのですが、いくつかについ

ては、ニーズ等を管理した見込みとしております。この資料の見方なのですが、それぞれの

サービスがありまして、平成 21 年度、平成 22 年度、平成 23 年度の実績。今、平成 23 年度

は見込みですけれども、それを計画と実績ということで二段書きしております。それから、

平成 24 年度、平成 25 年度、平成 26 年度については、それぞれの考え方で見込みを出して

います。平成 24 年度、平成 25 年度、平成 26 年度の中で二段書きのものがあります。それ

については、伸び率だけではなくて、何かしらの考慮をして、上乗せをしたものになります。 

 例えば、２ページ目の生活介護については、18 歳以上の障がい児施設入所者が数に加わ

ることから二段書きになっておりますし、３ページの下のほうでは、ケアホーム・グループ

ホーム。先ほど、資料５のところの数値目標で触れましたけれども、入所待機者を減らした

いというところで、単純に数字合わせだけの数になっておりますけれども、今、待機者が約

150 人と。その方すべてが、グループホームが適しているわけでありませんが、150 に相当

する数のグループホームを３年で作ろうと。ケアホーム・グループホームの割合が３対２で

すので、それを振り分けた見込み量をここでは記載しています。 

 また、４ページの一番上ですが、サービス利用計画作成というところで、制度が変わりま

して、対象が大きく変更になりますので、それを踏まえた数字を入れてあります。 

 今、入所待機者の話をいくつか申し上げたのですが、資料７は今、実際に入っている方が

どういう方かということで調査をしたものですし、資料８は、待機をしている方はどういう

方なのか。希望しているので入所が適当なのでしょうけれども、実際、客観的といいますか、

外から見た場合に施設入所がその方は最適なのか。また逆にグループホーム・ケアホームで

も対応可能なのかというようなところを、これは区の担当の職員のほうで少し見立てをさせ

ていただいて、数字を取りまとめた表です。それによりますと、調査時点で 143 が待機のう

ち、資料８の４ページに黒四角で囲ってありますけれども、とにかく入所が必要なのですと
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いう、適当と思われる方は 109 名いらしているという状況になります。こちらは待機者の状

況ということで、参考にお伝えしたいということで、述べさせていただきました。 

 障がい福祉計画のほうで、委員の皆さんからちょうだいしたご意見としては、国の基本指

針がそれぞれ数値目標にありますが、数値目標の設定については、それを基本として地域の

実情等を考慮して設定するということになりますので、新潟市の目標値をどう考えるか。現

時点の実態を大分離れているものもいくつかありますので、それをどう考えるか。また目標

達成のために資料６のほうで見込み量が関連しておりますけれども、そのボリュームが適当

かどうか。また、さらに今回、具体的な方策は文書では書いておりませんけれども、取組と

しての何が重要なのかといったあたりをご意見としてちょうだいいただきたいと思っており

ます。 

 私からの説明は以上とさせていただきます。 

（島崎会長） 

 ありがとうございました。事務局のほうから第３期障がい福祉計画の数値目標、サービス

見込み量骨子について、いろいろ聞き取りアンケートをした資料等も含めて、ご説明いただ

きました。これは、事前配付されていませんので、今日、初めてここで見るというような状

況になりますので、国からの指針も含めて、それを反映させて作るということができたもの

というのが、次回になるのかと思いますけれども、今のご説明、資料も含めて、ご質問、ご

意見を出していただきたいと思います。特に施設待機者の問題ですとか、地域移行の問題で

すとか、具体的な施設への聞き取り等の資料も出てきておりますので、その辺のところも、

先ほど野村委員さんから計画のところでご意見をお聞きしましたけれども、またさらにご意

見をお出しいただければと思いますし、就労に関しましても、関係の委員の皆様がいらっし

ゃいますので、出していただければと思います。どうぞ、ご発言いただければと思います。 

（角田委員） 

 角田です。よろしくお願いします。 

 福祉計画のほうの資料５の 10 ページの就労移行支援事業の利用者数の国のほうの目標が

20％で、ここを市のほうの見込み数値をどうしましょうというお話がありました。それから、

障がい者計画のほうの資料に戻らせていただくのですが、資料２の 31 ページのジョブコー

チの活用についてというところを、盛り込んでいただいたというところがあると思うのです。

実際に、障がいのある方の就職支援をしていくのが、就労移行支援事業所の役目と思います

が、ここではやはり障がいのある方たちが一般の就労を果たすためには、どうしてもそうい

ったジョブコーチの支援なくしてはなかなか達成しにくい。あるいは一旦就労させても、そ

こを定着していく。そこのお仕事を継続していくということが、やはりセットで考えていか
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ないと、ただ単に一回就職させました。はい、一、二か月して辞めてしまいましたというよ

うなことになりかねないので、やはりとても大事なものだと思っていて、どこにこういった

ジョブコーチの活用というものが反映されていくのかということが知りたいのです。例えば、

ジョブコーチを新潟市として養成します。養成研修みたいなものの予算化ができるのかなと

いうことが、一つお伺いしたいと思っています。 

 それから、もう一つ、予算のところとは絡むのですけれども、発達障がいに関するほうな

のですが、やはりさきの障がい者計画の資料に、たくさん発達障がいのことが、今回、20

ページにおいては、今後、療育相談体制の整備に努めていただけるということが書かれてあ

りますし、もう一つ、28 ページにいきまして、早期発見、支援につながるためのうんぬん

というところから、子どもの特性について理解できるような相談体制を整えていきますとあ

ります。これが、新潟市発達障がい支援センター「ＪＯＩＮ（ジョイン）」のみの支援で補

えることとは考えにくく、また各地域でのブランチ、発達障がいに関する相談支援を整えて

いくときには、地域各区一個ずつ発達障がいのＪＯＩＮのもう一つの出先機関というのでし

ょうか、出先相談支援というようなブランチがほしいなと思うのですけれども、そういった

ところはどのような予算になって反映されるのかなということが知りたいと。この二つにな

ります。よろしくお願いします。 

（島崎会長） 

 障がい者計画と福祉計画は一体的にということで、新潟市もまとめて作っているという部

分もありますし、障がい者計画のときも、どう実現していくのか。就労移行の支援のところ

の数値目標のところにも関連してくるということでのご発言もあったかと思います。そこの

ところを事務局のほうでいかがでしょうか。 

（佐藤障がい福祉課長） 

 今の予算との絡みですけれども、この前も申し上げたような記憶があるのですが、この計

画は、こういう施策を市として、こういう方針でやっていきましょうというもので、ここに

例えばジョブコーチを入れたら、ここで何百万円予算をつけましょうというようなものでは

なくて、この計画に基づいて、個々具体的な事業を事業化していって、その中でいくら必要

ですよというにやっていくというような形になるので、ここで例えば、各区にブランチ方式

で予算がいくらつくかというようなところまでは、ここでは出てこないということです。 

 ただ、予算とは関係ないのですが、発達障がいだけではなくて、例えば相談支援体制です

と、例えば子どもの相談を各区はなかなか無理なので、今年から２区に一人ずつコーディネ

ーターを置きながらやっていきましょうとか、そういう具体的なものは入りますけれども、

さらにここでＪＯＩＮのそういうものは出てこないということで、ご理解いただきたいと思
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います。 

（島崎会長） 

 具体的に課長さんのおっしゃる部分はそのとおりだろうと思います。ただ、障がい者計画

の中にジョブコーチですとか、あるいは発達障がいの子どもへの支援として、サテライト的

に、その機関のところで、相談支援とかできるような形にしていく方向性は、入れることは

できるだろうというようには思いますので、そういうことは角田委員さんの話は、もしかし

たら平成 24 年度予算にはならないけれども、平成 25 年あたりとか、そういうところで順次、

進捗状況を見ていく中で、やはり障がい者計画に挙げたことは、具体的に新潟市としてどう

進めていけるかということは、これまで進捗状況を検証してきたという中で、再度事業に反

映させることができたと思いますので、そういう形で市が取り組むということが、少なくと

も障がい者計画で見えるようになっていればいいのかとは思いますので、具体的に来年度、

何十万、何百万円つけますという形でなくても、３か年の中で進捗状況を図りながら、実現

する方向性が、やはり市の考え方の中で取り込めればいいかなということも含みだと思いま

す。 

（佐藤障がい福祉課長） 

 当然、そうなると思います。ですから、逆に言えば、今までの振り返り評価から、先ほど

も、教育とも関係ありましたけれども、こういうところは非常に足りなかったよというよう

に入れて、市としてやっていくというような計画を作っていただいて、それに向かってうち

らは施策を作っていくという形になるかと思います。 

（島崎会長） 

 文言として、出るか出ないかは大分違うかなと。これは少し変な言い方をしておりますけ

れども、検討しますではなくて、図りますというような表現になると、より行政としては積

極的かなとは思います。 

 福祉計画について、ほかにいかがでしょうか。 

（野村委員） 

 これは相当頭が痛いですね。というのは、数字を見ますと、ものすごくアンバランスなの

です。だから、クエスチョンマークで数字も決められないところがあると思いますけれども、

私が少し質問をさせていただいて、その中で確認したいのですけれども、まず資料８の４ペ

ージ、（ｇ）は何を意味しているのでしょう。入所者の地域移行についてということなので

しょうか。これは違いますよね。 

（事務局：大倉） 

 失礼いたしました。待機者の最適と思われる居場所というようなことです。 
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（野村委員） 

 これを見ますと、入所者がこうなっているということではなくて、そういう意味で、文言

は違うと思います。 

 それから、本当は、頭が痛いというのは、市役所の立場で言っているのでしょうけれども、

これは相当できる数字ではないと思います。というのは、ケアホームを３年間で入所の待機

者の解消を目指す。すごい目標は結構でしょうけれども、50 人も出るかどうかです。皆さ

ん、アンケートを取りましたら、その中で条件がクリアすればできます。 

 もう一つ質問しますけれども、資料７の２ページを見ていただきたいと思うのですけれど

も、今後、グループホーム・ケアホームや一般住宅への地域移行は可能かどうかと言ってい

るのです。544 のうち 98％、要するに３番目のところに時期が不明だが、将来地域移行が可

能な人数は今、121 と出ているのです。これは、施設に対して入っている方が 121 名出ても

いいですよと言っているのです。ところが裏側にこの条件がいっぱいあるのです。この条件

をクリアするかどうかの問題なのです。ですから、半年とか、１年で出たい人は２人しかい

ないわけです。実際、できないということを言っているようなことだと思います。ですから、

それは数字をいくら置き換えてもならないと思っております。ですから、できない数字を挙

げるよりは、もっと現実的な数字を持ってきて、それを一つずつクリアしていく。こういう

目標が必要ではないかと思っております。 

 もう一つ、質問をさせていただきますけれども、今度は資料８の施設入所といいますか、

待機者の調査です。これは施設入所の待機者の調査ですから、どこでやったかと言いますと、

市の保健福祉部の方がやったということです。ですから、行政側から見た施設は、施設に入

りたい人。どう見ても百何十人待っているということは事実なのです。次の早急な入所が必

要、入所が必要、３番のグループホームが必要というのは、グループホームは一つに４人し

かいないのです。これも実態を離れているのではないかと思います。 

 この実態調査は、前に私の提案の中にも触れておりましたけれども、実態調査がされてい

ないのです。ですから、皆さんが目標の中で 50 人を目指すといっても、だれもがどこでし

てくれるのかということが、ものすごく疑問でしょうがないのです。ですから、この三つ、

目標数値とか合わせていくと、本当に頭が痛いなということが現実の問題だと思います。で

すから、これを一つ一つ、少し時間をかけてじっくりと、待機者問題をどうするかというこ

とを真剣に考えていただきたいと、先ほど言ったとおりです。 

 私が、先ほども少しお話ししましたように、国の目標が決められているのは分かります。

30％とか、10％とかありますけれども、逆に待機者の問題は市独自でどうやって減らすかと

いう目標を立て作っていただきたいと思っています。その目標は、どうやってしていくかと
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いうことが、逆の意味から解消することを本当に真剣に考えていいのではないかと思ってお

りますので、逆転案で申し訳ないですけれども、それももし入れていただければ、ありがた

いと思っております。今までに思ったところは以上です。 

（島崎会長） 

 具体的に、このようにしたらということは、野村委員の法人のほうでは、実際に今年度ケ

アホームを２棟お造りになるということをお聞きしていますけれども、具体的な取り組みを

されているところで、一事業所として、こういうことであれば、ケアホームにもっと取り組

めるとか、自分のところだけではなく、もっとほかのところもできるのではないかとか、あ

るいは待機者への対応として、どのような形でやっていけばいいのではないかというかとい

った具体的なご提案をざっくりしていただいたほうがいいような気がします。今のお話をお

聞きしながらそう思いましたので、できればお願いします。 

（野村委員） 

 そのことは、資料７に、入所施設の地域移行についての調査がありました。その３ページ、

４ページ、５ページに、ケアホーム、グループホームがこういうことをしてもらえばできま

すよということがいろいろと書いてあります。これらは相当難儀な話なのです。多分、私だ

けではなくて、皆さんの施設の方、これからケアホームを造ろうと思っている方も、この辺

の難儀さがあるのだから、なかなかできないという実態があります。例えば世話人の専門性

の問題とか、まず人の問題にけりがつかないということです。これは、私だけがお話をして

もあれでしょうから、例えば岩崎委員もおられますし、ほかの方がケアホームを造ろうと思

っている方もおられると思いますので、例えば３ページに長々と書いてありますけれども、

これらを見ても、本当に簡単にできないということを言っていると思います。それが簡単に

できるようだったら、今までも造っていると思います。できていないから、私はお話してい

るのです。そういう意味では、私一人ではなくて、岩崎委員たちもそうだと。 

（島崎会長） 

 岩崎委員、ぜひご意見をいただければと思います。 

（岩崎委員） 

 私どもでは、グループホーム、ケアホームが５棟がありまして、そのうちケアホームが２

棟あるのですが、利用者が 16 名です。男性７名、女性９名なのですが、整備することの難

しさというのは、正直言ってそれほどないと思います。借地でもオーケーですし、借家でも

オーケーです。例えば私どもの例でいうと、定期借地でお借りして建物を建てました。20

年償還です。地代と家賃の償還分を利用者が払うわけです。施設は一切もたなくていいわけ

です。大体成人を迎えている方々なので、障害者基礎年金をもらっていますので、その枠内
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で考えると、利用料を全部含めて大体賄えるのです。問題はやはりマンパワーなのです。 

 今の給付だけでは、程度区分にもよるのですけれども、開設当初というのは、我々にとっ

てはよかったのですけれども、最近、非常に厳しいのかどうなのか、まあまりいい区分にな

らないのです。車いすを利用している方なども、私どものケアホームにおられるのですけれ

ども、いろいろな意味で、体制をきちんと整えるためには、確かに休日の日中活動の対応で

あるとか、そういうことも含めて、やはりマンパワーが一番の問題だと思っています。ただ、

箱物とすれば、あえて国や市から補助金をいただかなくてもいくらでも整備はできるのです。

もちろん地域の理解が必要です。資料の４ページに書いてあるあたり、確かに医療的なケア

であるとか、そういうことも非常に心配で、例えば糖尿病の方などもいらっしゃるのですけ

れども、注射をしなければいけないということもありますので、いろいろな意味で、バック

アップ施設との連携をどうやってとっていくかということも含めて、その辺が解消できれば、

私は意外に簡単なのではないかと思うのですが、問題は給付単価が安い、人が来ない、過重

な労働を強いられているというところが一番の問題だと思っています。 

（島崎会長） 

 具体的なご発言をいただきました。ありがとうございました。障がいに関しては三障害と

いうことで、ケアホームといった場合、知的障がいから身体障がいからいろいろな方が利用

されるという意味では、スタッフが重要で、医療サービスができる人の配置ですとか、いろ

いろなところで、岩崎委員がおっしゃったように、人的配置のところで財源的にも難しいと

ころをどうクリアしていくかということだと思いますけれども、施設を造るには、バックア

ップ施設があればかなり実現可能な部分も見えてくるわけです。今回の資料７を読み込みな

がら、具体的に事業所と連携しながらどこまで取り組めるのかというところも少し考えてい

く必要があるのではないかと思いお聞きしましたので、これは今日で結論が出にくい部分だ

と思いますので、次回どう乾かせられるかというところで、引き続きさせていただければと

思っております。 

 いかがでしょうか。障がい福祉計画につきまして、資料５で骨子が出ました。 

（遁所委員） 

 心配になっているのが、資料６の居宅の介護のの伸び率と重度訪問介護の伸び率を見ると、

財政破綻しませんかという感じなのです。この時間数を確保してくださるならば、大変あり

がたいのですけれども、いいのですかということです。総合福祉法では、「重度訪問介護」

という名前が「パーソナルアシスタント」という制度に変わると。これは変わるかどうか分

からないですけれども、それは踏まえないで、現状のサービスとしての書き方にしているの

ですね。そういうことでいいのでしょうか。 



 - 32 -

（島崎会長） 

 事務局からご説明いただきたいと思います。 

（事務局：大倉） 

 重度訪問介護の居宅介護ですが、ここで算出しているとおりに見込みが必要であろうとい

うことで、本日、数字を用意したわけですが、心配をいただいたご意見だと思います。改め

て数字を見つめ直したいと思います。 

（島崎会長） 

 遁所委員からは、大丈夫ですよと軽く答えていただきたかったという話だと思います。そ

ういういい話はいろいろと出していただきたいと思います。 

（野村委員） 

 先ほど短期入所の話をしなかったのですけれども、資料６で短期入所がものすごく増えて

いるのです。本当にこれは増えるのでしょうか。もう受ける場所はないのです。そのことと

連動していないのではないでしょうか。今、短期入所は稼働率で六十何パーセントとおっし

ゃいますけれども、どういうことでこの数字になるのかという根拠を聞かせていただきたい

と思います。というのは、通所がそういうことをするのかどうか、その辺の問題も含めて、

私には理解できないと思います。人数も 72 名も増やすのです。2,200 から 1,500 で 900 人

も増やすわけですから、これは、今までのものを見たら、莫大に数字が増えておりますので、

これは無理かなと思っています。どうしてもしなければならない数字なのかどうか分かりま

せんけれども、先回のときそうですが、ここまでもっていくことは実際にいらないのです。

その数字をあてられて、私どもが見ていって、３年経って、結果はこうなりましたで終わり

では何もならないということを言いたいのです。 

（島崎会長） 

 事務局からお願いします。 

（事務局：小林） 

 介護給付係の小林でございます。 

 今、ご指摘がございました短期入所の件と、先ほど遁所委員からありました生活介護につ

いても少し触れたいと思いますが、まず、短期入所の件でございます。両事業ともそうなの

ですが、我々も計画の数値を設定する段階で非常に悩んでいたところでございます。今のと

ころこれは、ご覧のように伸び率が出ておりますけれども、実は、この伸び率の中には稼働

率を満たしているところ、満たしていないところとか、そういった素材の内容も考えて、確

かにおっしゃるように、数値は大きいですが、むしろ足りないのではないかというご指摘を

受けのではないかと思ったくらいだったのですが、今おっしゃったように、もう少し現実を
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見て判断すべきだということを踏まえますと、今ございますアンケートなどをもう少し分析

等をして、その理由と数字が申し上げられるように、もう一度煮詰めてみたいと思いますの

で、ご理解いただきたいと思います。 

（野村委員） 

 ぜひお願いします。 

（事務局：小林） 

 先ほど遁所委員からございました、生活介護の数値につきましても、実は旧体系の施設が

新体系に移行してきている年代でございましたので、その部分を加味しないように伸び率を

出しているところなのですが、実態として、際だって生活介護の伸び率も高くなってきてい

るのが現状でございます。これも同じように考慮する部分と、ここには 18 歳以上の、児童

福祉法の関係で入ってこられる方々も加味しておりますけれども、金額の面、人数の面がも

う少し皆さんから信頼を受けるかどうか、説明ができるような形をもう一度考えたいと思い

ますので、ご理解いただきたいと思います。 

（島崎会長） 

 この辺のところは、具体的に野村委員から非常に難しい部分があるということと同時に、

個別的に見ていったときに、困難な状況にあるところはきちんと手当していかなければいけ

ないということだと思いますので、そこら辺は、数字的なところ、財源的なところだけで見

ないで、個別的に、こんな支援があればもう少しスムーズにいくのではないかというところ

には、当然、お金をかけていかなければいけないというのは、施策として持っていないとま

ずいわけですので、そこのところはご説明いただけるようにしながら、目標数値なりサービ

ス量を出していただきたいと思っております。 

 福祉計画のところで、今日、山賀さんからおいでいただいていますけれども、今のところ

などは、居宅で生活されている方の人数と非常に密接な部分だと思いますので、ありました

らご意見をいただければと思います。 

（自立支援協議会：山賀会長） 

 委員の皆さんがおっしゃったように、多分、機械的に地域移行の数からいろいろなものを

算出するとこのようなデータがでるということだと思うのですけれども、具体的に、実は、

このような矛盾というか、しわ寄せと言ったらおかしいですけれども、机上で考えたとおり

にはいかなくなると、まさに自立支援協議会がさまざまな地域からいろいろな問題があがっ

てくるのではないかと思うのです。ですので、むしろ、先ほど野村委員がおっしゃったよう

な、非常に現実離れしたことをやろうとすると、どこかにしわ寄せがくる。それはどこへい

くのかというと、地域に住んでいる利用者さんとその家族に直接それが出てくる。自立支援
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協議会の中でも具体的に、こういう矛盾が出てきているということになってくることが、十

分予測されるでしょうと。まさにそういうところで、目指すものと、実際、私たちが日常生

活の中でやれるスピードの感覚というもののギャップが大きいと、いろいろな弊害が出てく

るのかなという印象を持ってお話を伺っていたところです。 

 先ほども岩崎委員から、グループホーム、ケアホームを運営しているということでいえば、

私のほうも生活介護の施設を運営しておりますけれども、地域移行をする中で、障害程度区

分の高い方、ケアホーム、グループホームもつくったら、日中活動はどうするのだという部

分で、生活介護を利用される方も増えてくる。そうすると、場合によったら 50 代、60 代の

方が生活介護を利用したときに、どういうサービスが提供できるのかなと。高齢者の施設と

障がい者の施設のちょうど狭間のような皆さんに、どのような福祉サービスが提供できるの

かと。量ではなくて中身の問題が議論されてこなければいけなくなってことが予測されるの

ではないかと。いずれにしても、そのような印象を持ちました。 

（島崎会長） 

 貴重なご意見ありがとうございます。まさに、いろいろな事例検討といいますか、ニーズ

としてあがってくるところが、今のような仕組みのところのしわ寄せだったり、ひずみだっ

たり、あるいはいい効果が出ているということももちろんあると思いますけれども、現実的

なところで少し見ていかなければいけない部分もあるというお話だったと思います。基本法

や障害者の権利宣言などのところでもそうですが、ライフステージといいますか、10 代、

20 代の障がいがある方の場合は、継続的な支援が必要ですし、ライフステージごとの支援

をどうしていくかということだと思います。基本法の障がい者の定義のところにも、「社会

的障壁」という部分が出ていますけれども、それは、ライフステージごとに生きにくさとい

いますか、障害種別だけではなくて、環境的に障壁になるところがあるということです。そ

こに対応していかなければいけない。 

 今、山賀会長が言われた、50 代、60 代の人に日中活動の場面として、どのようなサービ

スが提供できるのかということが、障がい福祉の場合は非常に重要で、10 代、20 代、30 代

というライフステージ全体をとおしてどのような支援ができるのかというのは、今後、施設

にしろ、地域にしろ求められるのだろうと思いますので、その辺も障がい者計画なりのとこ

ろに落とし込んで福祉計画を作っていかなければいけないのではないかと思っておりますが、

ご意見はいかがでしょうか。福祉計画については、今、いただいているご意見などを少し反

映させた形で、次回に作り直して持ってくるということになったと思います。 

（熊倉委員） 

 今、自立支援協議会のほうのお話もいただいて、少し感じているのですけれども、昨年の
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自立支援協議会の中でも、江南区の特別支援学校の先生の資料で、特別支援学校の卒業生が

これだけ出てきますという資料が出てまいりました。今、ネットで西蒲高等特別支援学校の

曽根先生が事務局になった、新潟市、燕市、弥彦の地区の施設の受け入れ可能状況の調査が

行われています。調査対象なのか、回答があったのか、129 施設について受け入れ可能人数

がありとかなしとか、２名とか３名と書いた資料が出ております。この推進協議会もあり、

自立支援協議会もあって、こういったことに対する対応というのは現実にどのような形で動

いていくのかとういのが、いまひとつ分からない点があります。その辺についてのご教授を

お願いしたいということと、福祉計画のほうの自立支援協議会の絵の中に、障がい者団体が

一つ入ってきてもおかしくないのではないかと思うのです。４ページの図などは、そういう

看板を一つ入れるわけにはいかないのでしょうか。 

（島崎会長） 

 熊倉委員の意見に関して、ほかの委員の方、あるいは山賀会長から、あるいは事務局から

ご意見やご説明をいただければと思います。 

（事務局：大倉） 

 ４ページの図についてですが、障がい者計画のほうでも、当事者の意見をというくだりを

前回も、熊倉委員のご発言を受けて考慮した部分もございます。当然、福祉計画も連動を図

るべきものですので、表現としてどういったものがいいかということはまた検討いたします

が、決して意識的に取り除くものではないと思われますので、検討いたします。 

 もう一つの、卒業生の進路のあり方をどこが中心に考えて、話をもっていくのかというこ

とだと思うのですが、今のところ、それぞれで受け止めてといったようなところがあります

ので、それは整理をして、子どもたちが困らないようなことが一番大事だと思いますので、

障がい福祉課の中で整理をして考えていきたいと思います。そのあたりは、たしか前回の

10 月７日の自立支援協議会でも問題提起されていた件かと思いますので、改めて認識させ

ていただきます。 

（島崎会長） 

 自立支援協議会に関しては、当事者の声がどういう形でといいますか、参加、参画がどう

いう形で可能なのかというところの整理だと思いますけれども、この辺で山賀会長、事務局

のほうで何かコメントありますでしょうか。 

（事務局：小林） 

 このお話につきましては、前回の推進会議でもお話がございまして、ご意見として受け止

めておりますので、組織としては今、大変大きくなっておりますので、今、おっしゃってい

ただいたのは、全体会においてということでないでしょうか。ピラミッドの絵の中での話は。 
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（熊倉委員） 

 大変欲張っていろいろと言いましたので、分かりにくくて恐縮です。４ページのところで

は、とにかく団体のことについて触れてほしいということで、その辺はお答えいただいたと

思っております。 

 もう一つの問題については、ごく具体的に言えば、学校の先生の調査の資料、受け入れ可

能状況の資料、それぞれをそれぞれに考えて、お互いに話しあうというのは大変重要なこと

だと思いますけれども、ごく普通に考えてみたときに、例えば区ごとの障がい者の数だとか、

そこを住所地とする生徒さんの数だとか、卒業との関係だとか、各区ごとの、恐らく進路先

になるであろう施設の比較といった資料を情報として共有して、そこそこいい具合になって

いるところなのか、あるいはこの辺が全く空白だとかという情報も含めて、その情報を共有

したうえで、各事業者が対応するとなれば、事業者の動きやすいのではないかという気がい

たしまして、そういった意味のある動きというのは、私ども全体としてどういう形で実現す

べきなのでしょうかということを申し上げたつもりでございます。これはお互い様の話なの

で、今、答えをもらうという、自分を別に置いたような立場だとは思っておりませんので、

率直にそのように思いました。 

 実は、学齢期の会員さんから聞かれております。どこをどういうふうに押せば、テレビみ

たいなもので、どのスイッチを押したらどういうものが出てきて、うまい具合にいくのでし

ょうかと言われているのですけれども、確かにどういうふうにすればという仕組みを私ども

はまだ明確に持っていないような気がします。私の勉強不足かもしれないと思いつつ聞いて

みたということでございます。よろしくお願いいたします。 

（自立支援協議会：山賀会長） 

 会長という立場での発言ではないということでご了承いただきたいのですが、実は私ども

のほうも、卒業後の進路先として、現在、地域活動支援センターの立ち上げについて検討し

ているところです。ただ、法人内で、今の熊倉委員のおっしゃっていることに通じるものだ

と思うのですけれども、新潟市から何か言われているのかという発言が法人内ではあるので

す。例えば地域活動支援センターを立ち上げましょうというのは、だれが旗を振るのか、音

頭を取るのか。立ち上げようという法人に対して、行政から何かしらの支援があるのか、な

いのかとか、そういうものが今、もうしからしたらスイッチ、仕組みというか、社会資源が

足りないなと思ったときの仕組みで、今どういう形になっているのかということなのだと思

っています。 

 例えば介護の分野だと、全部が一概には言えないのかもしれないのですけれども、先ほど

から計画の中で数値目標があると、行政のほうも、これだけのベッド数を確保したいから、
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法人さんのほうで何とか、補助金を出しますから、法人のほうも自己負担して、施設を建て

てくださいという働きかけが実際にあります。 

 しかし、障がいのほうというのは、そこまでの働きかけをしないで、法人のほうから自主

的に手を挙げないと、なかなか動いていただけないのが現実です。そうすると今度は、まば

らに出てくる。では私たちがやりましょうかと。今度は出過ぎてしまって、コントロールす

ることができなくなってしまって、結局、卒業する生徒さんたちが、どこを希望すればいい

のかということで、選択肢が定まらないということが出てきてしまいます。結局、手を挙げ

たところに人が集まらなくなって共倒れになってしまうと。以前にも、江南区のほうでもお

話をさせていただいたのは、行政のほうももう少しそういうところのコントロールをしたほ

うがいいのではないでしょうか。そのほうが確実にきちんと社会資源の確保につながるので

はないでしょうかと、個人的には言ったことがあります。 

（島崎会長） 

 ありがとうございます。 

 事務局のほうはいかがですか。取り組みについて。 

（佐藤障がい福祉課長） 

 今、山賀会長がおっしゃられたことは、多分、そういうところは行政としては今まで認識

が足りなかったのではないかと。ざっくばらんに申し上げますと、予算との絡みや、そうい

うものを我々はつい考えてしまって、介護だとある程度法的な、法律に基づいたものや、高

齢者大きな施策がどんと出ると、そこでやれるという部分は、新潟市の場合は非常に大きな

ところで進んでいるのですが、障がい者というと、そこら辺がないと。私なども福祉事業所

の方に、皆さんのほうから、何とかやりたいという声を挙げてくれという話を今までしてい

たわけですが、逆に、今、会長がおっしゃるように、市のほうからも、これだけ造りたいの

で、お金も何とかするから、何とか頑張って事業化してくれといった働きかけが少なかった

というのは、私も重々認識しております。逆に、これからそういう方向で、今、入所施設の

話がありますし、生活介護施設の話もありますし、短期入所をどうするか、これは入所施設

も絡んでくるのですが、そういうものをどうやって具体的に整備していくかということを、

私どもはつくって、市役所内でオーソライズして皆さんに出していくということが、今まで

非常に少なかったと認識しておりますし、反省もしております。そういう形でやっていくべ

きだろうとも思っております。 

（島崎会長） 

 熊倉委員、よろしゅうございますか。ニーズを整理して、それをできるだけ身近なところ

に引き寄せて、高齢者の方が利用しやすいように、見える形にしていって、行政と民間と地
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域と連携しながらサービスをつくっていくといいますか、社会資源をつくっていくというこ

とも必要ですし、市はさらに積極的に先導的に今後取り組んでいくという事務局のお話だっ

たと思います。 

 今のお話に関連にして、あるいはこのことについてはということで、時間的にあとわずか

でございますので、今日あれはご発言をお願いします。 

（塚野委員） 

 私は自立支援協議会を傍聴させていただいたのですが、その率直な意見ですけれども、自

立支援協議会で一番要になる機関は何かといったら、運営事務局会議だと思います。構成メ

ンバーなども見て。それを見ると、内容としても、２か月に１回やるにしては、運営をスム

ーズにするためにやっているといった印象を受けるわけです。それだけではなくて、課題解

決のために、具体的な研究や調査をやって、具体的な提案をするというところで目指してほ

しいと思っているのです。ここの一番下に、専門部会というのがあって、それなりに一定の

役割を果たしておりますけれども、その報告書の内容を見ると、率直な印象ですけれども、

やや具体性に欠けるということと、このようなものをやって報告を出しても、この報告を市

がどのような位置づけをしているのか。市としてはこういう報告をきちんと分析して、可能

な部分については施策に反映するという意思表示をしてもらわないと、部会の人も張り合い

がないと思うのです。 

（島崎会長） 

 ありがとうございます。 

 推進協議会と自立支援協議会と連携協働しながら、市の問題、課題解決力を上げていくこ

ということは、塚野委員がおっしゃるとおりだと思います。事務局からお願いします。 

（佐藤障がい福祉課長） 

 今の塚野委員のご発言について、傍聴していただいて、内容はご存じでしょうけれども、

今おっしゃるとおりで、うちのほうも、運営事務局会議が要になって、各区の自立支援協議

会でやって、それを市全体としてあげていかなければならないようなものをここで整理して、

こういう形でこういうものをことで、全体会にあげていくような形でやっていかなければな

らないということで、これは先月の自立支援協議会でもお話し申し上げたところです。 

 部会につきましても、今回の自立支援協議会は 10 月にやったので、部会から最終報告が

出ております。それを、うちのほうも、すぐに生かせるもの、時間がかかるものとあります

が、極力、特に予算要求のほうに結びつけて生かしていきたいと。例えば移動支援部会はす

でに終わっておりますが、それによって改善してきた部分もありますし、そういった形で生

かしていきたいと。ただ、移動支援も、部会でいだいた課題を全部解決しているわけではな
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いのですが、そういう形で部会をやっていくということで、自立支援協議会の部会の皆さん

にもお話し申し上げているところです。 

（島崎会長） 

 自立支援協議会については、次年度以降、さらに施策と連動させながらというところも求

めらられてくると思います。中身が見える形にといいますか、共有していけるといいなと思

います。施策推進協議会でそれを具体的に、こういうニーズがあるのだなと。これをどうし

ていったらいいのだろうかということですとか、市民がそのことについて少し共有して、自

分たちが持っている地域の中の社会資源力をいかに高めて作っていくかということも、地域

の課題解決力につながっていくと思いますし、そういうことを新潟市がもう少し共有できる

といいのではないかということは思います。課長からも、事務局からも、それに向けてとい

うことだというふうにお聞きしました。次年度以降、この辺はさらに求められるところだと

思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 二つ目の議題の「第３期新潟市障がい福祉計画骨子（案）」につきましては、今日、資料

として手元にきたばかりですので、次回まで、国の指針がということもありますけれども、

これについてはまた戻していただくといいますか、委員のところに、次の会議の前に、少し

早めに、今日の部分、できるだけ完成度の高いものにということが、次回、その次に出てく

ると思いますので、障がい者計画もそうですけれども、福祉計画につきましては、今日、か

なり率直なご意見も出てきたと思いますので、そこら辺のところを記載したものを委員にお

送りいただければと思います。また障がい者計画と同様に福祉計画につきましても、委員の

皆様からお気づきのところをご意見、ご質問、提案等をいただけるような形で、それぞれの

委員にメールなり郵送なりでいただけるようにしていただればと思います。 

 まとめきれずに大変申し訳なく思いますが、今日の議事につきまして、今どうしてもとい

うことがございませんでしたら、事務局にマイクをお返ししたいと思います。ありがとうご

ざいました。 

（事務局） 

 ありがとうございました。 

 議事は終了したのですが、次回のスケジュールということで日程調整をさせていただきま

した。正式な案内は後日させていただくのですが、12 月１日ということでお願いしたいと

思います。皆様の参加が一番多い日程が 12 月１日になっておりましたので、よろしくお願

いいたします。会場はこちらの予定ですが、正式な案内は改めて送らせていただきますので、

よろしくお願いします。もう１回の分の日程調整も平行して行わせていただきますので、よ

ろしくお願いいたします。 
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（司 会） 

 島崎会長には、長時間にわたり議事進行いただき、ありがとうございました。委員の皆様

にも活発なご意見をいただき、ありがとうございました。 

 以上で、平成 23 年度第３回新潟市障がい者施策推進協議会を終了させていただきます。

本日は、お忙しい中ご出席いただき、ありがとうございました。 

 


